
令和８年度
赤穂市の助成事業一覧
　市では、市民の皆さんの暮らしや活動に役立つ助成事業を設けています。
　助成事業の詳細や申請時期などについては、所管課にご確認ください。

犯罪被害者等支援
犯罪行為により傷害を受けた市民またはその行為
により不慮の死を遂げた市民の遺族を支援し、精
神的被害の軽減を図る。
対象　犯罪行為により傷害を受けた市民または不
慮の死を遂げた市民に対し、条例の定めにより、
被害者に対して傷害支援金または被害者の遺族に
対し遺族支援金を支給する。
補助額　傷害支援金：10 万円
　　　　遺族支援金：30 万円
問危機管理担当　TEL４３・６８６６　FAX４３・６８９２

飼い主のいない猫不妊・去勢手術費助成
飼い主のいない猫の不妊・去勢手術費用の一部を
助成する。（事前申請が必要）
対象　市民、市内事業者、自治会
補助額　メス：不妊手術　１匹につき１万円
　　　　オス：去勢手術　１匹につき 5,000 円
問環境課　TEL４３・６８２１　FAX４３・６８９２

生ごみ堆肥化容器等購入助成
　生ごみの減量・資源化を図るため、生ごみ堆肥化容器
等の購入者に購入費用の一部を助成する。（要事前申請）
対象　市内の販売店で生ごみ堆肥化容器等を購入
する予定で、以下の要件を満たしている人
・赤穂市に住所を有し、居住している人
・自己責任で容器等を設置し、適切に管理ができる人
・生ごみからできた堆肥を自家処理できる人
・以前に助成を受けた日から、５年が経過している人

市ホームページか
ら も 確 認 で き ま
す。

補助額　
　生ごみ堆肥化容器：１個につき購入金額の２分
の１（１個あたりの上限額 3,000 円、１世帯につ
き２個まで）
　生ごみ処理機：１台につき購入金額の２分の１

（１台あたりの上限額２万円、１世帯につき１台
まで）
※ 100 円未満の端数切捨て
問美化センター　TEL４２・３８４１　FAX４２・３４８６

資源ごみ集団回収奨励
　ごみの減量・資源化を図るため、自治会等の市
民団体によって行われる資源ごみ回収に対して奨
励金を交付する。
対象　概ね自治会を単位とする規模の団体（事前
登録が必要、原則年４回以上実施）
補助額　回収した資源ごみの重量１㎏につき４円

（100 円未満の端数切捨て）
問美化センター　TEL４２・３８４１　FAX４２・３４８６

高齢者の肺炎球菌感染症予防接種費助成
　肺炎球菌による肺炎は、肺炎球菌ワクチン接種
により予防することができるとされているため接
種費用の助成を行い、発症予防に努める。
対象　市内に住民登録がある 65 歳以上の人（ただ
し定期接種対象者は除く）で、今までに高齢者肺炎
球菌予防接種費助成事業を利用したことがない人
補助額　1 人 1 回 4,100 円
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５

市 長 公 室

市 民 部

健 康 福 祉 部

1



子どものインフルエンザ予防接種費助成
　子どものインフルエンザ予防接種に必要な費用
の一部を助成する。
対象　市内に住民登録がある生後 6 か月から中
学 3 年生
補助額　
①不活化ワクチンを接種する場合
・生後 6 か月から中学 1 年生
　　：1 回につき 1,000 円を 2 回（計 2,000 円）
　　　ただし、13 歳以上は 1,000 円（1 回のみ）
・中学 2 年生：1 回 1,000 円
・中学 3 年生：1 回 3,000 円
②経鼻ワクチンを接種する場合
・２歳から中学 1 年生　2,000 円
・中学 2 年生　1,000 円
・中学 3 年生　3,000 円
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５

風しん予防接種費助成
　妊娠初期の女性の風しん感染による「先天性風
しん症候群」の発症を予防するため、風しん抗体
検査および予防接種に係る費用の一部を助成す
る。
対象　

【抗体検査】
　これまで、風しんに罹患したことがなく、予防
接種を受けたことがない人で、抗体検査を受ける
日において、市内に住民登録があり、次の①から
③のいずれかに該当する人
① 26 歳以上 50 歳未満の妊娠を予定している女
性または妊娠を希望する女性
②①の配偶者
③妊婦の同居家族

【予防接種】
　抗体検査の結果が「風しんの第 5 期定期接種の対
象となる抗体価基準」の判定基準に該当し、予防接
種を受ける日において、市内に住民登録があり、上
記①から③のいずれかに該当する人
補助額　

【抗体検査】2,500 円（1 回）
【予防接種】
　麻しん風しん混合（MR）ワクチン：5,000 円
　風しんワクチン：3,500 円（麻しん風しん混合

ワクチン又は風しんワクチンのいずれかを１人 1
回）
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５

骨髄移植後等の予防接種の再接種費助成
　骨髄移植等を行った場合、定期予防接種を通じ
て移植前に得られていた免疫が低下若しくは消失
し、感染症に罹患する頻度が高くなることから、
再度予防接種を実施し、免疫を再獲得することに
より、集団感染やまん延を防止し、再接種者の経
済的負担を軽減する。
対象　①から③のいずれにも該当する人（所得制
限あり）
①再接種を受ける日において、市内に住所を有す
る 20 歳未満の人
②骨髄移植等によって移植前に受けた予防接種
法第 2 条第 2 項に定められた疾病（結核を除く）
に係る予防接種の免疫が低下または消失したた
め、再接種が必要と医師が認める人
③平成 31 年 4 月 1 日以降に再接種した人
補助額　再接種にかかった費用
　　　　（ただし、助成金額に上限あり）
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５

妊活応援
　生殖補助医療（不妊症の治療のうち体外受精・
顕微授精の治療）を受けられた夫婦（事実婚も含
む）に対し、心理的・経済的な負担の軽減を図る。
対象　生殖補助医療の不妊治療を受け、治療期間
および申請日において市内に住民登録のある夫婦

（事実婚を含む）
補助額　１回の治療につき５万円
　　　　（1 年度につき 3 回まで）
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５

妊婦支援給付金及び妊婦等包括相談支援事業
　妊婦等の身体的、精神的ケアおよび経済的支援
を実施する。
対象　市内に住民登録がある妊婦
補助額　妊娠届出時：６万円支給
妊娠しているこども：1 人につき６万円支給
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５
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妊婦健康診査費助成
　妊婦がより健やかな妊娠期を過ごし、安心して
出産を迎えるため、妊婦健康診査費用を助成する。
対象　市内に住民登録がある妊婦
補助額　妊婦健康診査費用上限 10 万円助成（14
回分）
多胎妊婦の場合、上限２万５千円を追加で助成（５
回分）
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５

妊婦歯科健康診査費助成
　妊娠中に受診する歯科健康診査の費用を助成す
る。
対象　市内に住民登録がある妊婦
補助額　妊娠期間中に受診する歯科健康診査費用
を１回無料
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５

産婦健康診査費助成
　産後うつ病の予防や新生児への虐待予防等を図
るため、出産後間もない時期の産婦に対する健康
診査に係る費用を助成する。
対象　市内に住民登録がある産婦
補助額　1 回 5,000 円を上限に２回
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５

新生児聴覚検査費助成
　先天性聴覚障がいを早期に発見・支援するため、
新生児期に医療機関で行われる聴覚検査および確
認検査費用を助成する。
対象　検査を受けた新生児の保護者で、市内に住
民登録がある人
補助額　初回検査および確認検査費用の検査１回
につき上限 5,000 円
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５

乳児健康診査費助成
　乳児の疾病の早期発見・早期治療を図るため、
健康診査費用を助成する。
対象　市内に住民登録がある乳児
補助額　乳児１人につき 3,500 円を上限に１回
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５

初回産科受診料助成
　産科医療機関において実施する妊娠の判定に要
する費用の負担軽減を図る。
対象　住民税非課税世帯または同等の所得水準
で、市内に住民登録がある妊婦
補助額　産科医療機関において実施する妊娠の判
定に要する費用（上限１万円）
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５

妊婦に対する遠方の分娩施設への交通費等助成
　遠方の分娩取扱施設で出産する必要がある妊婦
に、当該分娩取扱施設までの交通費を助成する。
対象　自宅から最寄りの分娩取扱施設まで概ね
６０分以上の移動が必要な場合
補助額　交通費に要した費用の一部
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５

不妊を心配する方へのペア検査（不妊ペア検査）費助成
　不妊症の検査を受けられた夫婦に対し、検査費
の一部を助成する。
対象　次のすべてに該当する夫婦（事実婚を含む）
①申請日において、夫婦いずれかが市内に住民登録がある　
②検査初日の妻の年齢が 43 歳未満　
③夫婦そろって受診した人
④他の自治体が実施する同種の助成を受けていないこと
補助額　医療保険が適用されない不妊症の検査に
要した費用の10分の7（夫婦1組につき1回のみ）
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５

不育症治療費助成
　不育症の検査および治療を受けられた夫婦に、
検査および治療費の一部を助成する。
対象　次のすべてに該当する夫婦（事実婚を含む）
①市内に住民登録がある
②検査および治療初日の妻の年齢が 43 歳未満
③ 2 回以上の流産・死産、早期新生児死亡の既
往があると医師に診断されている
④申請に係る治療等を行った期間が当該年度内　
⑤他の自治体が実施する同種の助成を受けていないこと
補助額　医療保険が適用されない不育症の検査に
要した費用の 10 分の７および治療に要した医療
費の 2 分の 1（1 年度に 1 回まで）
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５
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がん患者医療用補整具購入費助成
　がん患者の治療と社会参加等の両立支援、療養
生活の質の維持向上および経済的負担の軽減を目
的に、医療用補整具（医療用ウィッグ・乳房補整具）
の購入費用の一部を助成する。
対象　次のすべてに該当する人　
①申請日において、市内に住民登録がある人
②がんと診断され、その治療を受けたまたは現在
受けている人　
③前年度の所得額の合計が 400 万円未満
④過去に県内他市町から同種の助成を受けていない人
補助額　
・医療用ウィッグ上限５万円（1 人 1 台まで）
・乳房補整具（補整下着上限１万円、人工乳房上
限５万円のいずれか 1 人 1 台まで）
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５

骨髄等移植ドナー助成
　骨髄・末梢血幹細胞の提供を行った人（ドナー）
に、助成金を交付する。
対象　次のすべてに該当する人
①公益財団法人日本骨髄バンクが実施する、骨髄・末
梢血幹細胞提供あっせん事業においてドナーとなった人　
②骨髄等の提供を行った日が令和 4 年 4 月 1 日以降　
③骨髄等を提供した日および申請時、市内に住民
登録がある人
④他の自治体等が交付する同種の助成金等を受け
ていない人
補助額　骨髄等の提供に要した日数 1 日につき
２万円（1 回の提供につき上限 20 万円）
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５

アスベスト健康管理助成
　アスベストによる健康被害を早期に発見し、アス
ベスト関連疾患にかかる市民の健康管理を支援する。
対象　市内に住民登録がある人で、医療機関での
精密検査の結果、アスベストによる肺がん、中皮
腫の健康被害を生ずるおそれにより、経過観察が
必要とされた人
補助額　当該精密検査と経過観察の検査に要する
医療費（胸部 X 線検査、胸部 CT 検査に要する費用 )
の自己負担相当額を助成
問保健センター　TEL４６・８７０１　FAX４６・８７０５

国民健康保険生活習慣病健診再検査等一部負担金助成
　市が実施する生活習慣病健康診査において要精
密検査または要医療と判定された際に、再検査等
の一部負担金を助成する。
対象　赤穂市国民健康保険被保険者
補助額　医療機関等に支払った一部負担金（上限
3,000 円）
問医療介護課　TEL４３・６８１３　FAX４３・６８９２

重度障害者医療費助成
　重度の障がい者が、病気やケガをして医療機関
等を受診した場合に、医療保険における自己負担
の一部を助成する。
※所得制限あり。
対象　以下のいずれかを所持する人
・１級・２級の身体障害者手帳
・Ａ判定の療育手帳
・１級の精神障害者保健福祉手帳
※ただし、後期高齢者医療制度の被保険者は除く。
補助額　保険診療の自己負担額から一部負担金を
控除した額（保険外診療分は対象外）
問医療介護課　TEL４３・６８２０　FAX４３・６８９２

高齢重度障害者医療費助成
　後期高齢者医療制度の被保険者で重度の障がい
者が、病気やケガをして医療機関等を受診した場
合に、医療保険における自己負担の一部を助成す
る。
※所得制限あり。
対象　後期高齢者医療制度の被保険者で、次のい
ずれかを所持する人
・１級～３級、４級の一部に該当する身体障害者手帳
・Ａ判定の療育手帳
・１級の精神障害者保健福祉手帳
補助額　保険診療の自己負担額から一部負担金を
控除した額（保険外診療分は対象外）
問医療介護課　TEL４３・６８２０　FAX４３・６８９２
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高齢期移行助成
　65 歳以上 70 歳未満の人が、病気やケガをし
て医療機関等を受診した場合に、医療保険におけ
る自己負担の一部を助成する。
※所得制限あり。
対象　65 歳以上 70 歳未満の人
※ただし、後期高齢者医療制度の被保険者は除く。
補助額　保険診療の自己負担額から一部負担金を
控除した額（保険外診療分は対象外）
問医療介護課　TEL４３・６８２０　FAX４３・６８９２

乳幼児等医療費助成
　高校生世代までの児童が、病気やケガをして医
療機関等を受診した場合に、医療保険における自
己負担を助成する。
※所得制限なし
対象　高校生世代までの児童
※ 18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日を経
過していない児童
※婚姻（事実婚を含む）をしている場合等は対象外
補助額　保険診療の自己負担額を全額助成
※保険外診療、学校・園管理下でのケガなどは除
く。
問医療介護課　TEL４３・６８２０　FAX４３・６８９２

母子家庭等医療費助成
　母子家庭等の人が、病気やケガをして医療機関
等を受診した場合に、医療保険における自己負担
の一部を助成する。
※所得制限あり。
対象　・母子家庭の母およびその児童
・父子家庭の父およびその児童
・父母のいない児童
※児童 … 20 歳の誕生日の属する月の末日を経
過していない者（18 歳に達する日以後最初の３
月 31 日以降は改めて申請が必要）
補助額　保険診療の自己負担額から一部負担金を
控除した額（保険外診療分は対象外）
問医療介護課　TEL４３・６８２０　FAX４３・６８９２

他公費負担医療費助成
　福祉医療費助成制度と福祉医療費助成制度以外
の公費助成制度との自己負担の均衡を図るため、
他の公費助成制度の助成を受けて支払った自己負
担額の一部または全部を助成する。（令和８年７
月診察分からは各福祉医療費助成制度で対応）
対象　福祉医療費助成制度の受給者で、下記の公
費助成制度の対象者
・自立支援医療 ( 育成医療・更生医療 )
・小児慢性特定疾病医療
・特定医療（指定難病）
・肝炎治療特別促進事業
・結核患者の医療補助額　
補助額　保険診療の自己負担額から一部負担金を
控除した額（乳幼児等医療費助成受給者は保険診
療の自己負担額を全額助成）
問医療介護課　TEL４３・６８２０　FAX４３・６８９２

小児慢性特定疾病等医療費助成
　長期にわたり療養を必要とし、かつ、その生命
に危険が及ぶおそれのある疾病にり患している児
童等に、小児慢性特定疾病医療費の自己負担額を
助成する。
対象　次の条件に全て該当する人
・満 20 歳未満の人（20 歳の誕生日の前々日まで）
・赤穂市に住民登録があり、国内の健康保険に加
入している人
・以下の①～②のいずれかの状態にある人
①児童福祉法に規定する小児慢性特定疾病医療支
援を受けている人
②難病法に規定する指定難病を対象とした医療支
援を受けている人
※①、②について、福祉医療費受給者は、他公費
負担医療費で助成
補助額　保険診療の自己負担額を全額助成
問医療介護課　TEL４３・６８２０　FAX４３・６８９２
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未熟児養育医療給付
　医療を必要とする未熟児に対して養育に必要な
医療の給付を行う。
対象　医師が指定医療機関での入院養育を必要と
認めた人
補助額　保険診療の自己負担額及び入院時の食事
療養費を全額給付
問医療介護課　TEL４３・６８２０　FAX４３・６８９２

高齢者等住宅改造助成
　高齢者・障がいのある人が住み慣れた住宅で安
心してすこやかな生活が送れるよう住宅改造費を
助成する。※助成を受けるには、事前の手続きが
必要です。※その他該当要件あります。
対象　次の①～③のいずれかに該当し、生涯にわ
たり自宅での生活を希望する人が属する世帯
①介護保険制度の要介護認定または要支援認定を
受けた人
②身体障害者手帳の交付を受けた人
③療育手帳の交付を受けた人
補助額　世帯の課税状況や収入状況、改造内容に
より金額が異なります。事前にご相談ください。
問
医療介護課（介護）　TEL４３・６９４７　FAX４３・７１３８
社会福祉課（障がい）　TEL４３・６８３３　FAX４５・３３９６

介護職員養成研修費用助成
　介護職員初任者研修または実務者研修を修了
し、市内介護保険事業所に勤務中または勤務予定
の人や研修費の補助を行った事業所に対し、研修
受講費用の一部を助成する。
対象　
①市内の介護保険事業所に勤務中または勤務予定
であり、過去１年間に補助対象の研修を修了した
個人
②上記の個人に対して受講費の 3/4 以上を補助
した市内介護保険事業所
※介護保険事業所とは、次に掲げる事業のいずれ
かを行う事業所です。
・居宅サービス（訪問看護、訪問リハビリテーショ
ン、居宅療養管理指導、福祉用具貸与及び特定福
祉用具販売を除く）
・地域密着型サービス

・施設サービス
・介護予防サービス（介護予防訪問看護、介護予
防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管
理指導、介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防
福祉用具販売を除く）
・地域密着型介護予防サービス
・第 1 号訪問事業
・第 1 号通所事業
補助額　
①個人　補助対象の研修にかかる受講費の 1/2
②市内事業所　補助対象の研修を修了した従業員
に対して補助した額の 2/3
補助上限額は、個人、事業所ともに初任者研修の
場合３万５千円、実務者研修の場合５万円。
※その他要件があります。詳しくはお問い合わせ
ください。
問医療介護課（介護）　TEL４３・６９４７　FAX４３・７１３８

幼児２人同乗用自転車購入助成
　幼児２人同乗用自転車の購入費用の一部を助成
する。
対象　申請時において、市内に１年以上住所を有し、
小学校就学前の幼児を２人以上養育している人
補助額　購入費の 1/2（上限額：４万円）
問子育て支援課　TEL４３・６８０８　FAX４３・７１３８

チャイルドシート購入費助成
　チャイルドシートおよびジュニアシートの購入
費用の一部を助成する。
対象　申請時において、市内に１年以上住所を有
し、６歳未満の幼児を養育している人
補助額　購入費の 1/2（上限額：8,000 円）
問子育て支援課　TEL４３・６８０８　FAX４３・７１３８

第３子いきいき子育て応援
　第３子以降の子を出産した保護者に出産祝金
を、第３子以降の子が小・中学校に入学した保護
者に入学祝金を商品券で支給する。
対象　第３子以降の子を養育している保護者
補助額　
　出産祝金：５万円、入学祝金：３万円
問子育て支援課　TEL４３・６８０８　FAX４３・７１３８
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子どもの居場所づくり推進
　ひとり親世帯等の子どもを対象に、食事の提供
等を通じた子どもの居場所づくりに取り組む団体
に対して補助金を交付する。
対象　「こども食堂」、「学習支援」、「つながりの
場づくり」の活動を行う団体
問子育て支援課　TEL４３・６８０８　FAX４３・７１３８

心身障害児童就学奨励補助
　市内に居住する家庭の児童で、特別支援学校（小
学部・中学部）に在学する児童に対して就学資金
を支給する。
補助額　月額 1,500 円
問子育て支援課　TEL４３・６８０８　FAX４３・７１３８

養育費履行確保支援
　①公正証書等の作成、②保証会社との養育費保
証契約に必要な経費の一部を助成する。
対象　ひとり親家庭の父または母
補助額　①、②いずれも５万円（上限額）
問子育て支援課　TEL４３・６８０８　FAX４３・７１３８

母子世帯等奨学金支給
　高等学校に在学する児童で、経済的な理由によ
り就学が困難な人に奨学金を支給する。
対象　ひとり親家庭の父または母　など
補助額　月額 9,000 円　※審査あり
問子育て支援課　TEL４３・６８０８　FAX４３・７１３８

自立支援教育訓練給付
　ひとり親家庭の親が自立に向けて就業に結び付
く可能性の高い職業能力開発のための講座を受
講・修了した場合に、受講に要した費用の一部を
助成する。
対象　ひとり親家庭の父または母　※要事前相談
問子育て支援課　TEL４３・６８０８　FAX４３・７１３８

高等職業訓練促進給付
　ひとり親家庭の親が資格取得のために養成機関
で修業する場合に、生活の負担軽減等を図るため
の給付金を支給する。
対象　ひとり親家庭の父または母　※要事前相談
問子育て支援課　TEL４３・６８０８　FAX４３・７１３８

高等学校卒業程度認定試験合格支援
　高等学校を卒業していないひとり親家庭の親ま
たは児童が、高卒認定試験に合格するために民間
事業者等が実施する講座を受講した場合に、受講
に要した費用の一部を助成する。
対象　ひとり親家庭の父または母、ひとり親家庭
の児童　※要事前相談
問子育て支援課　TEL４３・６８０８　FAX４３・７１３８

母親クラブ補助
　児童館等を拠点に活動する母親クラブに対して
補助金を交付する。
補助額　10 万円（上限額）
問子育て支援課　TEL４３・６８０８　FAX４３・７１３８

高齢者バス運賃助成
　高齢者の外出を促し、フレイル予防や健康寿命
の延伸を図るため、市内在住の高齢者を対象にバ
ス運賃を助成する。
対象　市内に住民登録がある満 75 歳以上の高齢
者（身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健
福祉手帳、運転経歴証明書の所持者を除く。）
補助額　助成券：年間上限 5,000 円（１枚につ
き 100 円。50 枚つづり）バス１乗車につき助
成券１枚使用可能
問社会福祉課　TEL４３・６８０９　FAX４５・３３９６

障がい者福祉タクシー利用助成
　社会生活を営む上で外出が困難な障がい者がタ
クシーを利用する場合に、費用の一部をタクシー
利用券として交付する。
対象　市内に住所を有する在宅の障がい者で、次
の①～③のいずれかに該当する人
①身体障害者手帳の交付を受けた者であって、視
覚障がい、肢体不自由 ( 下肢・体幹 ) 若しくは内
部障がいの 1 級または 2 級に該当する人
②療育手帳 A・B1 の交付を受けた人
③精神障害者保健福祉手帳 1 級に該当する人
補助額　利用券：年間上限２万４千円（１枚につ
き 500 円）一月当たり４枚、１回の乗車料金が
1,000 円以上の場合は、２枚を限度として使用可能
問社会福祉課　TEL４３・６８３３　FAX４５・３３９６
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自立支援医療費支給
　指定された自立支援医療機関で自立支援医療の
対象となる医療を受けたときに、医療費の自己負
担額を軽減する。
対象　
①育成医療…18 歳未満の児童で、身体に障がい
のある人または障がい・疾病に係る医療を行わな
いと将来障がいを残すと認められる人であって、
確実な治療の効果が期待できる人
②更生医療…18 歳以上の身体障害者手帳の交付
を受けた人で、その障がいを除去・軽減する手術
等の治療により確実に効果が期待できる人
③精神通院医療…精神疾患があり、通院による精
神通院を継続的に要する人
補助額　世帯の所得などに応じて上限額（月額）
が決められており、上限額以上の負担はありませ
ん。また、1 割負担で計算した負担額が上限額よ
りも低い場合は、1 割の負担額になります。
問社会福祉課　TEL４３・６８３３　FAX４５・３３９６

重症心身障がい者（児）自動車燃料費助成
　市外の障害福祉サービス事業所へ通所するため
に使用する自動車の運行に伴う燃料費の一部を助
成する。
対象　赤穂市に住所を有し、かつ居住する在宅の
障がいのある人で、次の①～③のいずれにも該当
する人
①身体障害者手帳 1 級又は 2 級の交付を受けた
人であって、かつ療育手帳 A の交付を受けた人
②市外の事業所で、生活介護、短期入所、児童発
達支援、放課後等デイサービスを利用している人
③赤穂市福祉タクシー利用券を交付されていない
人
補助額　２万４千円（年間上限額）
問社会福祉課　TEL４３・６８３３　FAX４５・３３９６

軽・中度難聴児補聴器購入費等助成
　身体障害者手帳の交付対象とならない軽・中度
難聴児の補聴器購入費用等の一部を助成する。
対象　次の①～④のいずれにも該当する人
①保護者が赤穂市内に住所を有する人
② 18 歳に達する日以降の最初の３月 31 日まで
にある人
③原則として両耳とも聴力レベルが 30 デシベル
以上 70 デシベル未満である人
④補聴器の装用により、言語の習得等一定の効果
が期待できると医師が判断している人
補助額　購入する補聴器等の種類によって異なる。
問社会福祉課　TEL４３・６８３３　FAX４５・３３９６

自治会灯設置補助
　自治会灯設置にかかる費用を補助する。
対象　自治会単位
補助額　設置費用全額（設置本数等は要相談）
問土木課　TEL４３・６８３１　FAX４３・６９７４

都市景観形成助成
　都市景観の形成に資する行為を行う場合、必要
な経費の一部を助成する。
対象　市街地景観形成地区内または市街地景観重
要建築物で整備基準に適合するように整備を行う
場合
補助額　助成対象経費の 1/2（上限あり）
問都市計画課　TEL４３・６８２７　FAX４３・６９７４

簡易耐震診断推進
　住宅所有者の申込みにより、「簡易耐震診断員」
を派遣し、調査・診断を行い、耐震性の評価等を
報告する。申請者負担金は、3,000 円（木造戸
建住宅の場合）
対象　昭和 56 年５月 31 日以前に着工した戸建
住宅、長屋住宅、共同住宅
補助額　28,500 円
問都市計画課　TEL４３・６８２７　FAX４３・６９７４

建 設 部
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耐震改修促進
　計画策定費補助＝診断・改修計画策定に要する
費用の補助。改修工事費補助＝耐力壁の設置やそ
の他補強工事。簡易耐震改修工事費補助＝耐震診
断・改修計画策定・改修工事に要する費用。
その他、建替・屋根軽量化・シェルター型工事・
防災ベッド等補助メニューあり。
対象　昭和 56 年５月 31 日以前に着工された住
宅で耐震性の低いもの
補助額　計画策定費補助は、診断・改修計画策定
に要する費用のうち上限 20 万円または策定費用
の２/ ３を補助。工事費補助は、対象経費の４/
５または上限 115 万円（簡易改修は上限 60 万円）
の補助。その他、建替・屋根軽量化・シェルター型
工事・防災ベッド等補助メニューあり。
問都市計画課　TEL４３・６８２７　FAX４３・６９７４

空家活用支援
　市内の一戸建て住宅の空家を改修し、住宅・事
業所・地域交流拠点として活用しようとする人に、
補助金を交付する。
対象　空家を 10 年以上活用するために改修する
人・地域団体等
補助額　対象工事費に応じて定額制
住宅型の場合、最大 200 万円。事業所型の場合、
最大 275 万円。
問都市計画課　TEL４３・６８２７　FAX４３・６９７４

古民家再生促進支援
　古民家の改修費に対して補助金を交付する。
対象　古民家を再生し、10 年以上活用するため
に改修する人・団体等
補助額　対象工事費に応じて定額制
最大 550 万円
問都市計画課　TEL４３・６８２７　FAX４３・６９７４

空き家情報バンク活用支援
①バンク登録の際に必要となる相続登記費用（登
録免許税）
②購入者等定住支援に係る補助金（仲介手数料、
引越し費用）
対象　
①空き家の相続者で、バンク登録する意思がある
人
②バンク登録された空き家の購入者等
補助額　最大 10 万円（補助対象経費の２分の１）
問観光課　TEL４３・６８３９　FAX４６・３４００

移住支援事業費補助
　通算 5 年以上、東京 23 区内に在住していた人、
または通勤していた人に対する移住支援金
対象　支援対象求人に就職された人、テレワー
カー、起業された人、農林水産業に就職された人
等
補助額　単身 60 万円、世帯 100 万円（18 歳未
満の世帯員 1 人につき 100 万円を加算）
問観光課　TEL４３・６８３９　FAX４６・３４００

地方就職学生支援事業費補助
　東京圏からの移住を伴う就職をする学生に対す
る支援事業費補助金
対象　東京圏内のキャンパスに原則 4 年以上在
学し、兵庫県内の企業に就職し、本市に移住する
学生
補助額　
①採用面接にかかる交通費　最大 １万６千円
②移住にかかる移転費　最大 10 万８千円
問観光課　TEL４３・６８３９　FAX４６・３４００

産 業 振 興 部
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あこう地域未来創業サポート補助
　事業継続性の高い創業者を増やすために、創業・
第二創業する人に対し、施設改修費、賃料、設備購
入費、相談料などを、３年間で最大 500 万円補助する。
対象　商工会議所等による事業計画の確認を受ける
など一定の要件を満たし創業・第二創業を行う人
補助額　
・一般枠 50 万円、伴走支援枠 100 万円
・上乗せ額：200 万円～ 400 万円
・上乗せ要件：指定エリア内の空家・空き店舗の
活用、指定エリア内で指定業種による創業
・補助率：補助対象経費の 3 分の 2 以内
・補助期間：１～ 3 年間（補助上限額により変動）
・1 年度あたりの補助限度額：1 年度目 250 万円、
2 年度目 150 万円、3 年度目 100 万円
問商工課　TEL４３・６８３８　FAX４３・３４００

工場立地促進条例に基づく奨励
　市内に工場を新設または増設する場合等に、一定の
要件を満たせば、当該投下固定資産に課税される固定
資産税相当額や雇用人数に応じた奨励金を交付する。
　また、令和 7 年 4 月 1 日より、産業分野にお
ける脱炭素化を促進するために、工場立地促進条
例に『脱炭素に資する設備投資』に対する奨励金
の制度を設けている。
対象　業種・投下固定資産総額・雇用人数等一定
の要件を満たす企業
補助額　
・工場設置奨励金
　対象となる設備投資等について、操業開始後最
初に賦課される年度から 3 年度間の固定資産税

（1.4％）相当額のうち新規雇用者数に応じた割
合を支給。

（限度額：3 年度間合計 5 億円）
・雇用奨励金
　操業開始後 1 年を経過した日の属する年度か
ら 2 年度間の常用新規雇用者について 1 人 20
万円支給。
　（限度額：2 年度間合計 2,000 万円）
・脱炭素奨励金
　二酸化炭素排出量の削減に貢献する設備投資に
ついて、操業開始後最初に賦課される年度から 3
年度間の固定資産税相当額の 50％（0.7％）を支給。

　（限度額：3 年度間合計 1 億円）
問商工課　TEL４３・６８３８　FAX４３・３４００

鳥獣被害防護柵等設置補助
　シカ・イノシシ等有害鳥獣による農作物や生活
環境への被害を防止するため、農地・林地等へ侵
入防護用の柵等を設置する個人・地域計画に定め
られた担い手・団体（自治会）や、捕獲用わなを
購入する団体（自治会）に対して予算の範囲内で
費用の一部を補助する。
対象　
①侵入防護柵への補助
(1) 個人　(2) 個人（団体型）受益戸数 3 戸以上か
つ隣接する 3 筆以上の農地を防護する場合　(3)
地域計画に定められた担い手　(4) 団体（自治会）
②捕獲わなへの補助　団体（自治体）
補助額　
① (1)　設置経費の 1/2（上限３万円）
① (2)　設置経費の 1/2（上限 10 万円）
① (3)　設置経費の 7/10（上限 10 万円）
① (4)　設置経費の 7/10（上限 30 万円）
※特定農山村地域に属する団体は 50 万円
②　設置経費の 7/10（上限５万円）
問農林水産課　TEL４３・６８４０　FAX４３・６８９２

赤穂ブランド育成支援
　赤穂ブランドの確立をはかるため、市内で生産
または水揚げされる個性・特長のある農林水産物
および当該農林水産物を主原料とした加工品等の
生産量ならびに販路の拡大、商品の開発、経営の
強化を目指す取組を支援する。
対象　補助対象者
(1) 農業協同組合　(2) 漁業協同組合またはその
組合員　(3) 農林漁業者等 5 人以上で構成され、
その 3 分の 2 以上が農林漁業者等である団体　
(4) 認定農業者　(5) 認定新規就農者　(6) 地域計
画に定められた担い手　(7) 総合化事業計画また
は農商工等連携事業計画の認定者　(8) その他市
長が適当と認める者
補助対象経費　HP 掲載内容を参照
補助額　補助対象経費の 1/2
ただし、50 万円を上限とする。
問農林水産課　TEL４３・６８４０　FAX４３・６８９２
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文化財に対する防犯カメラ設置補助
　市内に所在する国、県、市指定文化財（建造物）
または指定文化財の一部を構成する歴史的建造物
に対する犯罪予防を目的として常設する防犯カメ
ラの新設について、経費の一部を補助する。
対象　市内に所在する国、県、市指定文化財（建
造物）または指定文化財の一部を構成する歴史的
建造物の所有者および管理者
補助額　経費の一部（要綱による）
問文化財課　TEL４３・６９６２　FAX４３・６８９５

スポーツ全国大会等出場激励
　市民のスポーツ活動において全国規模以上の大
会に出場する個人または団体を対象に激励金を交
付する。
対象　選考・予選大会を経て全国大会等に出場す
る人（全国大会・国民スポーツ大会・国際大会等）
補助額　
個人　国際大会：１万円
　　　全国規模の大会：5,000 円
団体　国際大会：出場者数×１万円
　　　全国規模の大会：出場者数× 5,000 円
※団体競技は人数上限あり
※年度につき、１回限り
問スポーツ推進課
　TEL４３・６８６９　FAX４３・６８９５

認定地域クラブ活動参加者支援金支給事業
　市が認める認定地域クラブ活動に参加する際、
経済的理由で費用の支払いが困難な市内在住の世
帯に対して支援金を支給する。
対象　市内に住所を有し、市内中学校（特別支援
学校を含む。）生徒の保護者で、次のいずれにも
該当する人
①認定地域クラブ活動に参加している生徒の保護者
②就学援助の認定を受けている人、またはこれに
準ずると認められる人
補助額　生徒１人当たりの限度額
①参加費　月額上限 3,000 円（年額３万６千円）
②保険料　800 円（個人負担分）
問学校教育課　TEL４３・６８６０　FAX４３・６８９５

新入学児童生徒学用品費の入学前支給
　４月に小・中学校に入学される児童生徒の保護
者で、就学援助の要件に該当する人に対し、入学
に係る学用品費の一部を入学前に支給する。
対象　
・児童生徒が４月に小・中学校に入学予定である人
・赤穂市に居住している人（入学前に転出する人
を除く）
・就学援助の要件に該当する人
　※詳しくはお問合せください。
補助額　
・小学校新１年生　64,300 円
・中学校新１年生　81,000 円
（補助額は年度により異なります。）
問教育委員会総務課
　TEL４３・６８５７　FAX４３・６８９５

文化活動激励
　市民の文化活動において全国規模以上の大会に
出場もしくは出品する個人または団体を対象に激
励金を交付する。
対象　市内に住所を有する人または市内に通勤若
しくは通学する人、市内の団体など
補助額　
個人　国際大会：2 万円　
　　　全国規模の大会：1 万円　
団体　国際大会：出場者数×２万円
　　　全国規模の大会：出場者数× 5,000 円
　　　※団体は人数上限あり
　　　※年度につき、１回限り
問生涯学習課　TEL４３・６８５８　FAX４３・６８９５

文化財保護事業補助
　市内に所在する国、県、市指定文化財の所有者
が行う文化財の保護事業に対し、事業に要する経
費の一部を補助する。
対象　市内に所在する国、県、市指定文化財の所
有者
補助額　経費の一部（要綱による）
問文化財課　TEL４３・６９６２　FAX４３・６８９５

教 育 委 員 会
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フリースクール等利用児童生徒支援補助金
　学校に通うことが困難な不登校児童生徒が、社
会的自立のための学びおよび相談の場として、フ
リースクール等を利用するために要する費用の一
部を補助する。
対象　次の条件のいずれにも該当する不登校児童
生徒が利用するフリースクール等の利用料を負担
する保護者
①市内に住所を有し、赤穂市立小学校または中学
校に在籍している
②フリースクール等を利用し、その利用日につい
て、在籍する学校の校長から出席扱いを受けてい
る
補助額　対象児童生徒１人当たり、１月につき補
助対象経費の総額に 1/2 を乗じて得た額（1,000
円未満切り捨て）と１万円のいずれか低い額
問学校教育課青少年育成センター
　TEL４３・７８５１　FAX４３・７８２３

雨水貯留タンク設置助成
　建築物に雨水貯留タンクを設置する人に対し、
設置費用の一部を助成する。
対象　市内に建築物を所有する人で、当該建築物
に雨水貯留タンクを設置する人
補助額　雨水貯留タンクの購入および設置費用の
3 分の 2 以内（限度額：３万円）
問下水道課　TEL４５・２２６３　FAX４５・２９１０

合併処理浄化槽設置整備事業補助
　合併処理浄化槽の設置に対し補助金を交付す
る。
対象　個人が所有する専用住宅
補助額　65 万円（5 人槽）～
※浄化槽の大きさによって、補助額が変わります。
問下水道課　TEL４５・２２６３　FAX４５・２９１０

自主防災組織消防器具整備費補助
　自治会等が組織した自主防災組織が消防ホース
などの消防器具を設置または更新等する場合に、
その経費の一部を補助する。
対象　自治会等が組織した自主防災組織 ( 市への
届出が必要 )
補助額　
・消防器具基準額の３分の１（新規・更新・増設
の場合）
・消防器具基準額の２分の１（盗難等による場合）
・消防器具基準額の３分の２（消火栓の改良工事
等が原因で、既設の消防器具が適合しなくなり、
更新をする場合）
問消防本部総務課
　TEL４３・６８８１　FAX４５・０１１９

上 下 水 道 部

消 防 本 部
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